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8研究ノート
はじめに：アクティブラーニングとは何か
　聖学院大学総合研究所における新たな共同研究
として本年度より「アクティブラーニングの教育
方法研究」が開始される。本研究は、大学に導入
されているアクティブラーニングの教育方法と教
育効果とを明らかにすることを目的としている。
日本経済団体連合会は、既に2006年には主体的な
キャリア形成の必要性を主張しており、自ら主体
的に考えて行動することができる人間、すなわち
「自律型人材」が社会に求められている1。そうし
たなかで、アクティブラーニング研究の先駆者で
ある京都大学高等教育研究開発推進センターの溝
上慎一氏は2007年の報告のなかで、ポストモダン
の教育というコンテクストからアクティブラーニ
ングが必然的に要請される理由を明快に述べてい
る。それによると、「社会のあまりにはやい進展に、
その文化継承の役割を担うはずの学校教育が、カ
リキュラム、教師のもつ知識など、さまざまな側
面においてついていっていない」2。このような社
会的背景に鑑みて、学校教育が単に受動的な「教授」
の枠組みを超えて、学生自身による主体的な学び、
すなわちアクティブラーニングによって広く展開
されるべきものとなったのは必然的な帰結であっ
たと溝上氏は論じている。では、この「アクティ
ブラーニング」とは何かを最近の研究成果を参照
しつつ簡略に述べておきたい。
文科省の用語解説によると、それは「教員による
一方向的な講義形式の教育とは異なり、学修者の
能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法
の総称」とされている。しかしながら、そもそも「ア
クティブラーニングとは何か」、という問いに対す
る統一的な解答は存在しないと言うべきであろう。
その名称が示しているように、それが何らかの「能
動的な内容」を含む学修方法であることについて
は誰しもが一致してはいる。しかしながら、「アク
ティブ・能動的」という言葉がどの範囲にまで適
用され得るのかは、それぞれに解釈が分かれると
ころである。そのため「アクティブラーニング」
を扱う文献では、第一にその定義付けから始める
ことが多いようである。たとえば、2011年の河合
塾による報告では「授業者が一方的に知識を伝達
する講義スタイルではなく、課題研究やPBL、ディ
スカッション、プレゼンテーションなど学生の能
動的な学習を取り込んだ授業を総称する用語」3と
されている。これは上述した文科省による定義と
ほぼ一致している。しかしながら、溝上氏による
最近の報告では、さらにそれを拡大して次のよう
に定義されている。すなわち、「授業者からの一方
通行的な知識伝達型授業をＡと置いたときに、そ
れを乗り越えていく〈Not A〉の、能動的な活動
が含まれるものは、すべてアクティブラーニング
である」4と。そのため、このアクティブラーニン
グというものは、それぞれの大学が何らかの努力
や工夫によって、旧来型の授業を乗り越えるもの
とも解することができるのであって、それらはまっ
たく一様なものではあり得ない。したがってこの
一義的な解釈を許さないものを本学に導入するに
あたっては、本学の学生に相応しいそれのあり方
を模索することが求められるのであり、つまり「聖
学院大学におけるアクティブラーニングとは何か」
という問いが本共同研究最大の命題となるであろ
う。
　ところで本共同研究を開始するにあたって、筆
者はこの「アクティブラーニング」という内外を
見ても比較的新しい研究領域に初めて触れること
となった。そこで、この領域の先行研究・先行事
例を調査するために 4 月に東京で開催された「大
学改革セミナー」に参加することとした。本来で
あれば稿を改めて報告すべきものであろうが、筆
者による本研究の出発点として連続した内容と
なっているため、本稿の一部として発表させて頂
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9くこととした。それに伴って、「研究ノート」とし
ては通常あるべきものより多くの紙幅を割かざる
を得ないことをここでお詫びしたい。
「大学改革セミナー」報告
　2013年 4 月24日、「主体的な学びの実現に向けて
〈アクティブラーニングの現状と課題〉」と題する
セミナーが株式会社内田洋行ユビキタス共創広場
CANVAS（東京都中央区）において開催された。
このセミナーは上述した企業によるICTデザイン
の事例紹介を含む 3 つの内容から構成されており、
第 1 のセミナーでは慶應義塾大学の伊藤健二氏が
講演し、第 3 のセミナーにおいては共愛学園前橋
国際大学の大森昭生氏の講演がなされた。本報告
では、両セミナーの講演者による主要な主張およ
び論点を要約し、それらに対する所見を述べるこ
ととしたい。
　第 1 のセミナーでは、伊藤氏が「〈大学改革実行
プランにおける主体的な学び〉のための学習環境
（アクティブラーニングの整備にむけて）」と題し、
5 つのテーマに関して講演がなされた。それらは
順に 1. 背景：学士課程教育の実質化におけるアク
ティブラーニング。2.「キャリア教育」における
アクティブラーニング。3.「実社会とのつながり」
を意識したアクティブラーニング。4. 地域課題解
決のためのアクティブラーニング。5. 卒業生 1 万
人調査の結果に基づく再チャレンジの可能性、で
ある。それぞれのテーマを貫く伊藤氏の主な考え
方は、教育が「学生のモチベーションを喚起」す
ること、そして大学が「社会で求められる大学」
であることの二点であり、それらを可能にするも
のがアクティブラーニングの実践であるという。
伊藤氏によれば、学士課程期におけるアクティブ
ラーニングの定着の有無は、学生のその後の人生
を大きく左右する要素となり得るのであって、そ
れは進路希望合致度、職場への満足度、転職率、
離職率、平均年収など、卒業後の生き方にさまざ
まなかたちで影響を与えていることが統計によっ
て裏付けられている。
　また、伊藤氏はアクティブラーニングが展開す
る過程を次の 8 段階に区分して理解している。す
なわち、①受動的学習による共通知識の獲得。②
学習履歴に基づくフィードバック（ふりかえり）。
③受動的学習で獲得した知識を用いたコミュニ
ケーション。④コミュニケーションにおける気づ
き（満足度）。⑤コミュニケーションによる共通コ
ンセンサスを図ったプラン・企画・仮説立案。⑥
プラン作成における矛盾等の気づき。⑦プランに
沿った関係者での行動・実行（実験）。⑧実行中・
実行後における評価（満足度）・気づき。ここでの
①～④は「学習課題」の段階、そして⑤～⑧は「業
務課題」の段階となっており、それらに取り組む
ためには両者のあいだで異なる動機付けが必要と
される。そのため講演者は、学習への動機付けと
してのラーニングモチベーション（①～④）を、
自身の取り組むべき課題へと主体的に向かわせる
動機付け、すなわちワーキングモチベーション（⑤
～⑧）へと連携させることの重要性を指摘する。
このようなアクティブラーニングの段階的なプロ
セスを概念図として把握し、それを基にしてカリ
キュラムそのものを有機的な連関の下に構築する
ことが重要である。本セミナーは、現代の日本に
おけるアクティブラーニングの意義を多くの統計
的な資料から跡付けているため、それに強い説得
力をもたせるものであった。伊藤氏が行ったさら
なる統計資料が発表されるのを待ちたい。
　第 3 のセミナーでは共愛学園前橋国際大学での
実践に基づいて、同大学の副学長である大森氏よ
り「アクティブラーニングが生まれる文化と空間
──〈ちょっと大変だけれど実力がつく大学〉の
現場から」という講演が行われた。本講演につい
ての感想を結論として最初に述べるとすれば、そ
れは本学がアクティブラーニングを導入していく
にあたって、参照すべき有意義な成功事例として
傾聴に値するであろう5。共愛学園は1888年に前橋
英和女学校として設立され、現在では保育園から
10
大学までを学園として設置している（小学校を除
く）。共愛学園前橋国際大学は、1999年に女子短大
から四年生へと移行した比較的新しい大学である。
同大学は国際社会学部国際社会学科のみの単科大
学であり、入学定員225名という小規模でありなが
らも、2004年度以降、常に募集定員を上回る入学
者数を保つことによって年々学生数が増加し、現
在では過去最大の在籍者数を抱えているという特
異な大学である。代々木ゼミナール発表によるい
わゆる「偏差値」は、開学当時46であったが、
2013年度では51にまで上昇し、さらに文科省の「グ
ローバル人材育成推進事業」等に採択されるなど、
外部からの評価も高まってきているようである。
また、講演者は単なる応募者数の増加のみならず、
63％という同大学を第一志望で入学する学生の割
合の多さの意義をも指摘している。ちなみに、聖
学院大学への第一志望での入学者の割合は2012年
度調べで50％である（第二志望学科への入学者も
含む）。そのため、当初より学ぶ意欲を高くもった
学生が多いようである。言うまでもなく、ここで
応募者を惹きつけている要素がアクティブラーニ
ングであって、同学園では「ちょっと大変だけれ
ど実力がつく大学」というキャッチコピーの下で
募集を行っている。学内の調査によれば、実際に
学生が入学してから「力がついた」という実感は、
1 学年終了時で63％　卒業時には85％もの学生が、
そのように感じているようである。この「実感」
がその後の彼らの人生において大きな自信となる
だろうことは明らかで、アクティブラーニングは
学習面のみならず、精神的な成長にも寄与すると
講演者は言う。
　また、本学と共愛学園では、両大学が対象とす
る学問・教育領域の多くが重なっている。共愛学
園は単科大学でありながらも、英語コース、国際
コース、情報・経営コース、心理・人間文化コース、
児童教育コースを設置しており、さらに特筆すべ
きは 8 つの教職課程までもが設けられている点で
ある6。確かに本学と共愛学園とでは大学としての
規模の大小が異なることは言うまでもないが、そ
れが量的な違いであって質的な違いではないとす
れば、私たちがそこから学び得るものが存するの
ではないだろうか。そのため同大学における実践
報告は、今後さらに詳しく検討することとしたい。
　報告の締めくくりとして、セミナー全体を通し
ての感想を述べておきたい。本セミナーは定員100
名であったが、当日は満席状態であった。主催者
側によると、北は北海道から南は九州まで、幅広
い大学からの参加があった。そうした単純な事実
からしても、多くの大学でアクティブラーニング
を導入するための努力がなされていることがうか
がえる。セミナーを主催した企業などは、大学で
の学修における空間的な充実を提供するものであ
るが、大学の側にはそうしたものを可能な限り効
果的なしかたで実践に採り入れる方法論、カリキュ
ラムの開拓が求められていると言えよう。そのた
めには今後ともこの分野における先駆者たちの研
究成果を十分に参照しつつ、それらを応用してい
く必要があるだろう。
おわりに：「入ってから伸びる大学」として
　最後に、本研究を開始するにあたって、アクティ
ブラーニングに関して筆者が考えるところを未だ
漠然とではあるが、綴っておきたい。
　学士課程にアクティブラーニングを採り入れる
ことは、今後、社会で必要とされる能力を育成す
るためにも不可欠である。誤解を招かないために
あえて述べておくが、旧来の講義型授業、つまり
「パッシブラーニング」が不要であると言うのでは
決してない。上述した伊藤氏のセミナーでも語ら
れているように、アクティブラーニングが開始さ
れるためには、最初に指導者が行うパッシブラー
ニングが前提される。しかしながら現代を、そし
て将来を担うべき人材には単に個別的な知識の蓄
積や個人の強調に終始するだけでなく、他者と共
に考え、共に活動する能力が求められているので
あって、換言すれば、一面的な主体性・主観性で
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はなく、間（相互）主体的、間（相互）主観的な
人材が求められている。しかしながら、そうした
人材を育成するための手掛かりであるアクティブ
ラーニングには、上述したように、一様なしかた
で出来上がった方法論が存在するわけではないの
で、その時々の背景に応じて構築していかなけれ
ばならない。そのため本研究は、アクティブラー
ニングの先行研究や、先行事例を参照しつつ、本
学の実情に相応しいそれのあり方を探求しようと
する試みである。
　その際に私たちが差し当たって道標とすべきも
のは、本学のライトモチーフではないだろうか。
つまり、「面倒見の良い大学」と「入ってから伸び
る大学」である。前者に関しては、既に多くの教
職員が様々な場面で様々なしかたで実践している
のを著者自身も目の当たりにしている。本共同研
究では、後者、すなわち「入ってから伸びる大学」
に着目する必要があるように思われる。先に挙げ
た共愛学園での実践のように、アクティブラーニ
ングの充実は、大学への応募者の増加や応募者の
意欲そのものの増加にも影響を与えるようである。
本学でもまた、早くからこの理念に従った教育の
必要性を説いているのであって、アクティブラー
ニングが根付くための素地は既に整っているとも
言えよう。そのため、入ってから「何が」伸びる
のか、「どの程度」伸びたのか、という明示的な資
料を蓄積し、個々の学生が大学での学修に際して
何を実際に求めているのかを調査する必要性が存
するであろう。
　ここまで理念的な議論に終始しているようでは
あるが、時代の要請に適った学士課程教育の実践
のためには、そうした理念を具現する方法論の開
拓が求められているのであって、本研究はその一
歩を踏み出そうとするものに他ならない。
1 　Kenji Ito, 2013を参照。
2 　溝上慎一『アクティブラーニング導入の実践的課題』
名古屋高等教育研究第 7 号、2007年、270頁。
3 　河合塾編著『アクティブラーニングでなぜ学生が成長
するのか』東信堂、2011年、 5 頁。
4 　河合塾編著『〈深い学び〉につながるアクティブラーニ
ング──全国の学科調査報告とカリキュラム設計の課題』
東信堂、2013年、279頁。
5 　大森昭生氏による共愛学園前橋国際大学での実践は、
それとほぼ同様の内容が河合塾編著『〈深い学び〉につな
がるアクティブラーニング──全国の学科調査報告とカ
リキュラム設計の課題』東信堂、2013年、247頁以下で報
告されているので、更なる委細はそちらを参照されたい。
6 　 8 つの教職課程とは、小学校、中学英語、高校英語、
中学社会、高校公民、高校地歴、高校情報、高校商業、
である。
（さいとう・しん　聖学院大学基礎総合教育部ポス
ト・ドクター）
